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Abstract 
                                               
This study analyses recent Japanese cultural care practices by applying 
Leininger’s Sunrise model and by referring to the definition of “culture” in 
cultural anthropology. For giving holistic care, Leininger emphasizes the 
importance of culture care, which she defines as the nursing practice based on 
patient’s culture. Improving the skill of cultural care receives increasing 
attention in Japanese nursing practice and nursing education in recent years 
because of surging need of transcultural nursing. By literature review, we 
analyze what has been perceived as “culture” in Japanese nursing practice, 
and how the care is adapted. Culture in cultural anthropology is summarized 
as (1) objects and actions that have a particular meaning in a certain society 
and (2) a set of acquired values that defines lifestyle and behavior patterns. 
Being aligned to this, all 12 literatures treat “culture” as acquired values. Case 
studies in the literatures highlight that caregivers become aware of “culture” 
when paying attention to patients’ habit, language, personality, race, ethnicity, 
behavior pattern, and caregivers’ own nursing values. Our analysis derives 
two potential suggestions for the progressive adoption of cultural care in 
Japan: (1) raise awareness of the cultural care elements that already exist in 
the current nursing practice and (2) encourage caregivers to recognize their 
own culture and to assess its influence on their own nursing practice through 
the nurse-patient relationship. 
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要旨 
東日本大震災後の A 県内の被災地の保育所（園）・幼稚園で幼児の保育に当たっ

ている保育者のPTSD関連症状を含む健康状態の実態を明らかにすることを目的に、

震災後 7～9 か月の時点で、保育者に対し、改訂出来事インパクト尺度（IES-R）等

を用いた質問紙調査を行った。保育者の IES-R 得点の高得点群は 23.4％、低得点群

は 73.9％であった。PTSD リスクについては、沿岸部の保育所（園）や幼稚園勤務、

経済状況の悪化との関連が示唆された。保育者自身が認識する健康上の変化や保育

者経験年数との関連は認められなかった。保育者の勤務地や経済状況を念頭に置き

つつ、IES-R 等、PTSD のスクリーニングにより心身の健康状態を適切に評価し、支

援につなげる必要性、震災後の幼児の反応について相談できる機関や保育所（園）・

幼稚園内の人材の確保の必要性が示唆された。 

【キーワード】東日本大震災、保育者の健康状態、保育所、幼稚園

Ⅰ. はじめに 

 平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災

によって、A 県は未曽有の被害を被った。特に津

波による被害は甚大であり、多くの人に身体的な

傷害だけでなく、精神的なストレスを与えること

となった。ストレスを起因とした病態として、心

的外傷後ストレス障害（以下、PTSD）が、大規

模震災後には多く報告されている。PTSD は、深

刻な怪我や精神的衝撃等のトラウマ体験に晒さ

れたことで生じる、特徴的な症状群のことをさし、

侵入症状、回避症状、覚醒亢進症状を主な症状と

して 1 か月以上持続している場合に診断される。

東日本大震災においても PTSD 該当者は多くい

ると考えられ、幼児や保護者はもちろん、震災に

よりストレスを受けている幼児を保育所（園）や

幼稚園で保育する保育者にとっても例外ではな

い。一方、吾田ら（2020）は、保育所（園）での

子どもの心のケアに関連した研修の必要性を報

告しており、高橋ら（2023）は災害時ピアサポー

ト研修の効果報告と合わせて、災害への備えの時

期（Pre-disaster）における災害研修は、災害時

の保育者の自助・共助力を高め、ストレスマネジ

メントを促す効果があると報告している。

震災時、保育者は震災によってストレスを受け

ている子どもを、自身も被災し、余震への恐怖や

疲労を抱えたまま保育している現状がある（遠藤

ら，2014）。また、子どもの保護者はストレス反

応としての攻撃性が保育者に向きやすいことが

示され（藤後ら，2018）、震災直後から幼稚園や

保育所（園）で子どもや保護者と関わる保育者の

心身の健康状態を把握し、支援につなげることが
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重要となる。 
本研究では、東日本大震災後の保育者の PTSD

関連症状を含む健康状態を調査するために、被災

地である A 県沿岸部と内陸部の幼稚園または保

育所（園）の保育者を対象に調査を行った。 
 

Ⅱ. 研究目的 

 東日本大震災後の A 県内の被災地の保育所

（園）・幼稚園で幼児の保育に当たっている保育

者の PTSD 関連症状を含む健康状態の実態を明

らかにする。 
 

Ⅲ. 研究方法 

1． 研究対象 

研究対象は、東日本大震災における A 県内の

被災地の保育所（園）・幼稚園に通う幼児を保育

する保育者を対象とした。また、津波による被災

地で震度 6 強以上の地域を沿岸部、地震による被

災地を内陸部とした。 
2． 調査期間 

平成 23 年 10 月～12 月 
3． 調査方法 

被災地の幼稚園・保育所（園）の責任者に対し、

研究の趣旨を説明し、同意の得られた幼稚園・保

育所（園）に質問紙を送付し、保育者への配布を

依頼した。質問紙では、保育者の年齢と保育経験

年数、被災状況と被災による住居の変更の有無、

被災後の経済状況の変化、改訂出来事インパクト

尺度（Impact of Event Scale-Revised、以下 IES-
R とする）（飛鳥井、1999;Nozomu、2002）、保育

者の健康状態への回答を求めた。IES-R は心的外

傷性ストレス症状を測定するための自記式質問

紙であり、PTSD の侵入症状、回避症状、覚醒亢

進症状の 3 症状から構成されており、災害におけ

る外傷的出来事について使用可能な心的外傷後

ストレス症状尺度である。計 22 項目より構成さ

れている。採点法は「0．全くなし」「1．少し」

「2．中くらい」「3．かなり」「4．非常に」の 0～
4 点を合計する。また、「PTSD の薬物療法ガイド

ライン」（2013）によると、IES-R は PTSD 診断

の補助的なツールとして使用され、スクリーニン

グのカットオフ値は 25 点を目安とされている。

本研究では、合計得点 24 点以下を低得点群、25
点以上を高得点群とした。 

保育者の健康上の変化については、「災害時に

おける家族支援の手引き」（平山ら，1998）や高

谷ら（1998）の報告を参考に作成した、震災後の

健康上の変化の有無、実際に感じている身体症状、

について選択式の質問項目を含む自記式質問紙

を使用した。 
4． 分析方法 

統計解析にはSPSS Statistics Ver27.0を用い、

有意水準は 5％とした。保育者の年齢と保育経験

年数、被災状況、被災による住居の変更の有無、

保育者の IES-R 得点について、それぞれ記述統

計を算出した。また、沿岸部および内陸部の IES-
R 得点について、正規分布に従っていないことか

ら Mann-Whitney の U 検定を行った。沿岸部お

よび内陸部の IES-R 得点と経済状況の変化、健

康状態の変化、IES-R 得点と保育者経験年数につ

いてはχ2検定を行った。 
5．倫理的配慮 
 本研究は宮城大学看護学部・看護学研究科倫理

委員会の承認を得て実施した（承認番号

2011006）。幼稚園・保育所（園）の園長または所

長に本研究の趣旨を説明し、調査依頼の同意を得

た。対象者に研究の趣旨、自由意思による参加、

途中中断の権利の保障、不利益からの保護、プラ

イバシーの保護、結果の公表等を書面で説明し質

問紙の返送をもって同意が得られたものとした。

質問紙の返送は、返信用封筒にて各保育者から返

送いただいた。 

6．用語の定義 

 本研究における保育者とは、保育所（園）や幼

稚園で幼児を保育する保育士、または教諭を示す。 
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Ⅳ．結果 

質問紙は 209 部配布し，114 部回収（回収率

54.5％）した。有効回答数 111 部（有効回答率

53.1％）であった。 
 

1．対象者の属性と被災状況 

研究協力者の属性と被災状況は表 1 に示す。研

究協力者全体の平均年齢は 35.8 歳、性別は男性

4 名、女性 95 名、未回答 12 名であった。保育者

の経験年数は 1 年未満 10 名（9.0％）、1～3 年未

満 4 名（3.6％）、3～5 年未満 12 名（10.8％）、5
～10 年未満 24 名（21.6％）、10～20 年未満 38
名（34.2％）、20 年以上 19 名（17.1％）、未回答

4 名（3.6％）であった。 
被災状況については、津波による家屋の被害で

は全流出 2 名（1.8％）、1 階・2 階の浸水 5 名

（4.5％）、１階の床上浸水 13 名（11.7％）、床下

浸水 3 名（2.7％）等であった。地震による家屋

の被害では、全壊 12 名（10.8％）、半壊 11 名

（9.9％）、一部損壊 60 名（54.1％）等であった。

被災による住居の変更の有無では、有は 11 名

（9.9％）、無は 97 名（87.4％）等であった。ま

た、被災後の経済状況の変化は、悪くなった 32
名（28.8％）、よくなった 1 名（0.9％）、変化なし

75 名（67.6％）、未回答 3 名（2.7％）であった。 
 
2．保育者の PTSD 関連症状を含む健康状態 

1）保育者の IES-R 得点（表 2） 
高得点群は 26 名（23.4％）、低得点群は 82 名

（73.9％）であった。IES-R 得点全体の平均は

16.8 点であった。各群の IES-R 得点の平均は、

沿岸部 23.7 点、内陸部 12.7 点で、沿岸部の高得

点群は17名（41.5％）、低得点群は24名（58.8％）、

内陸部の高得点群は 9 名（12.9％）、低得点群は

58 名（82.9％）であった。沿岸部および内陸部の

IES-R 得点について Mann-Whitney の U 検定を

行ったところ、有意差（p＝0.001）が確認された。  

2）保育者が感じていた自身の健康上の変化 
保育者が感じていた自身の健康状態の変化（表

3）は、健康状態に変化があった 24 名（22.6％）、

健康状態に変化がなかった 79 名（71.2％）であっ

たが、保育者が質問紙回答時に感じていた症状

（図 1）は、29 項目中、26 項目において症状を

感じており、最も多い症状は、肩こり 52 名

（46.8％）、疲労感や脱力感 29 名（26.1％）、目

の疲れ 26 名（23.4％）、くしゃみ・鼻汁・鼻づま

り 16 名（14.4％）、頭痛 16 名（14.4％）、腰の痛

み 15 名（13.5％）、めまいや立ち眩み 15 名

（13.5％）、月経不順・月経痛 13 名（11.7％）、皮

膚のかゆみ・発疹 11 名（9.9％）、便秘 11 名（9.9％）、

不眠・寝付きが悪い 10 名（9.0％）であった。 
3）保育者の PTSD リスクと経済状況、ならびに

健康上の変化、保育者経験年数との関連 
沿岸部、内陸部において IES-R のカットオフ

値である合計得点 24 点以下を低得点群、25 点以

上を高得点群として、経済状況の変化、ならびに 
健康上の変化あり・なし、保育者経験年数でχ2

表1　対象者の属性と被災状況 N=111

女性 95（85.6）

男性  4（ 3.6）

未回答 12（10.8）

平均年齢 35.8（10.5）

経験年数 1年未満 10（ 9.0）

1～3年未満  4（ 3.6）

3～5年未満 12（10.8）

5～10年未満 24（21.6）

10～20年未満 38（34.2）

20年以上 19（17.1）

未回答  4（ 3.6）

全流出  2（ 1.8）

1階・２階の浸水  5（ 4.5）

1階の床上浸水 13（11.7）

床下浸水  3（ 2.7）

その他  4（ 3.6）

被災なし 74（66.7）

未回答 10（ 9.0）

全壊 12（10.8）

半壊 11（ 9.9）

一部損壊 60（54.1）

その他  7（ 6.3）

被災なし 21（18.9）

有 11（ 9.9）

無 97（87.4）

その他  1（ 0.9）

未回答  2（ 1.8）

悪くなった 32（28.8）

よくなった 　1（ 0.9）

変化なし  75（67.6）

未回答   3（ 2.7）

歳（SD）項目 ｎ（％）

性別

津波による被災状況

地震による被災状況

被災による住居の変更の有無

被災後の経済状況の変化
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58 名（82.9％）であった。沿岸部および内陸部の
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健康状態に変化がなかった 79 名（71.2％）であっ

たが、保育者が質問紙回答時に感じていた症状
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不眠・寝付きが悪い 10 名（9.0％）であった。 
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表1　対象者の属性と被災状況 N=111

女性 95（85.6）

男性  4（ 3.6）

未回答 12（10.8）

平均年齢 35.8（10.5）

経験年数 1年未満 10（ 9.0）

1～3年未満  4（ 3.6）

3～5年未満 12（10.8）

5～10年未満 24（21.6）

10～20年未満 38（34.2）

20年以上 19（17.1）

未回答  4（ 3.6）

全流出  2（ 1.8）

1階・２階の浸水  5（ 4.5）

1階の床上浸水 13（11.7）

床下浸水  3（ 2.7）

その他  4（ 3.6）

被災なし 74（66.7）

未回答 10（ 9.0）

全壊 12（10.8）

半壊 11（ 9.9）

一部損壊 60（54.1）

その他  7（ 6.3）

被災なし 21（18.9）

有 11（ 9.9）

無 97（87.4）

その他  1（ 0.9）

未回答  2（ 1.8）

悪くなった 32（28.8）

よくなった 　1（ 0.9）

変化なし  75（67.6）

未回答   3（ 2.7）

歳（SD）項目 ｎ（％）

性別

津波による被災状況

地震による被災状況

被災による住居の変更の有無

被災後の経済状況の変化
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検定を行った（経済状況、ならびに健康上の変化

はｎ＝100、保育者経験年数はｎ＝104、欠損値除

く）（表 4、表 5）。その結果、沿岸部の高得点群

では経済状況が変化したと答えた者が有意に多

かった（p＜.010）。PTSD リスクと保育者自身が

認識する健康上の変化、PTSD リスクと保育者経

験年数については、有意差はみられなかった。

表2　保育者のIES-R得点

IES-Rの平均値 16.8（14.4） 23.7（16.1） 12.7（11.6）

高得点群　25点以上 26（23.4） 17（41.5） 9（12.9）

低得点群　24点以下 82（73.9） 24（58.5） 58（82.9）

未回答  3（ 2.7）  0（ 0.0）  3（ 4.2）

内陸部　N=70

点（SD） ｎ（％）点（SD） ｎ（％）項目 点（SD） ｎ（％）

全体　N=111 沿岸部　N=41

表4．PTSDリスクと経済状況・健康上の変化

低得点群 高得点群 値 低得点群 高得点群 値

悪くなった

変化なし

悪くなった

変化なし

IES-R 平均値（SD）

χ 検定 *： ＜0.05

2郡間の比較にはMann-WhitneyのU検定を行った

12.7（11.6）

沿岸部 内陸部

経済状況

中央値21 中央値11

健康上の
変化

23.7（16.1）

東日本大震災後の保育所（園）ならびに幼稚園における保育者の健康状態： 
震災から 7～9 か月後の質問紙調査より 5 

 

 

Ⅴ．考察 

1．対象者の概要 
 本調査の実施時期は災害後 7～9 か月にあたる。

この時期は、急性期の極度の緊張が減り、心身の

ダメージや疲弊に意識が向き始める時期とされ

ている（宮城県子ども総合センター，2016）。対

象者は、自宅に何らかの被災を受けた対象者が多

い集団であり、自らも被災し心身のダメージや疲

弊を意識しながら幼児の保育を継続していた。ま

た、被災後の経済状況の変化としては、経済状況

が悪くなったと回答した保育者は 32 名（28.8％）

であり、心身へのダメージのみならず、経済的な

負担を抱えた状態で幼児の保育を継続していた

保育者もいた。 

 

2．保育者の PTSD リスクと経済状況、身体症状、

経験年数と関連 
各群の IES-R 得点は有意差（p=0.001）が確認

され、沿岸部は内陸部と比べると IES-R の平均

値が高く、高得点群の割合が多かった。東日本大

震災において沿岸部は甚大な被害を受けており、

津波の影響が保育者の心に大きな傷を残すこと

になった。この結果は、幼児の保護者を対象とし

た先行研究（祥雲ら，2019）や桑原ら（2015）に

よる内陸部と沿岸部での居住者を対象にした研

究と一致しており、沿岸部の保育所（園）や幼稚

園に勤務する保育者は PTSD リスクが高いこと

を念頭に、IES-R 等、PTSD のスクリーニングに

より心身の健康状態を適切に評価し、支援につな

げる必要性が示唆された。 
PTSD リスクと経済状況が変化については、沿

岸部の高得点群では経済状況が変化したと答え

た者が有意に多かった（p＜.010）ことから、津波

による被害と経済状況の悪化が重なった沿岸部

において、PTSD ハイリスク群の割合が多い結果

となった。経済状況の悪化が PTSD 予測因子と

して認められた先行研究（辻内ら，2016）と一致

しており、経済支援を含めた支援ニーズが示され
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負担を抱えた状態で幼児の保育を継続していた
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され、沿岸部は内陸部と比べると IES-R の平均

値が高く、高得点群の割合が多かった。東日本大

震災において沿岸部は甚大な被害を受けており、

津波の影響が保育者の心に大きな傷を残すこと

になった。この結果は、幼児の保護者を対象とし

た先行研究（祥雲ら，2019）や桑原ら（2015）に

よる内陸部と沿岸部での居住者を対象にした研

究と一致しており、沿岸部の保育所（園）や幼稚

園に勤務する保育者は PTSD リスクが高いこと

を念頭に、IES-R 等、PTSD のスクリーニングに

より心身の健康状態を適切に評価し、支援につな

げる必要性が示唆された。 
PTSD リスクと経済状況が変化については、沿

岸部の高得点群では経済状況が変化したと答え

た者が有意に多かった（p＜.010）ことから、津波

による被害と経済状況の悪化が重なった沿岸部

において、PTSD ハイリスク群の割合が多い結果

となった。経済状況の悪化が PTSD 予測因子と

して認められた先行研究（辻内ら，2016）と一致

しており、経済支援を含めた支援ニーズが示され
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た。  
PTSD リスクと身体症状は、各群 IES-R 得点

と保育者自身が認識する健康上の変化に有意差

は認められなかった。保育者の IES-R 得点の高

得点群は全体で 23.4％であり、肩こりや疲労感・

脱力感、不眠・寝付きが悪い等、29 項目中 26 項

目において心身症状を感じていた。子どもの

First provider として子どもの日常生活を支え、

子どもの心のケアの中心的役割を果たすとして、

保護者と並んで、子どものケアに当たる保育士や

教員に対する支援が重要な課題として挙げられ

ている（宮城県子ども総合センター，2016）。災

害は個々人に強烈な緊張や疲労、さらには動揺や

恐怖感を与えるので、誰しも自分自身のメンタル

へルスを崩す可能性が高いことから（宮城県子ど

も総合センター，2016）、本研究においても、被

災によりさまざまな心身症状を呈する幼児を保

育する中で、保育者自身もさらに疲弊する等、悪

循環を起こさないよう保育者に対する支援の必

要性が示唆された。また、災害中期（Post-acute 
disaster）における保育者への専門家によるコン

サルテーションや、災害への備えの時期（Pre-
disaster）においても、メンタルヘルスの保ち方

等、保育者のニーズに対応した研修の必要性（宮

城県子ども総合センター，2016）が考えられた。 
今回は PTSD リスクと保育者経験年数につい

ては、有意差は認められなかった。しかし、先行

研究（松村，2021）では、保育者の経験年数が職

場の人間関係や子どもの理解・対応の難しさに影

響を与え、ストレスとして自覚することでストレ

ス反応を高めていた。今回は保育者の幼児の対応

に関する調査は行っていないが、震災後、中長期

的な影響を考えると幼児への対応の難しさが保

育者の負担となりストレス反応を高める可能性

が考えられる。そのため、震災時の保育者のスト

レス軽減に対して、震災後の幼児の反応について

相談できる機関や保育所（園）・幼稚園内の人材

の確保の必要性が示唆された。 
 

3．保育者への中長期的支援の必要性 
今回、災害中期における保育者の健康状態は、

同時期の先行研究（祥雲ら，2019）の幼児の保護

者の健康状態（IES-R 得点と出現していた身体症

状）と類似していたが、中長期的な影響として、

保育者特有のストレス出現が考えられる。保育者

の仕事上のストレッサーとして、人間関係や仕事

の量的負担が示されており、保育者のストレス対

策として、保育者の問題解決コーピングや相談

コーピングへの支援の必要性が明らかになって

いることから（宇佐美ら，2015；松村，2021）、
震災後、保育者が幼児の理解や対応、職場内の人

間関係の問題に対して、問題解決コーピングや相

談ができるよう、職場環境の整備の必要性が示唆

された。 
 

Ⅵ．結論 

1． 災害中期における保育者の IES-R 得点の高

得点群は 23.4％、低得点群は 73.9％であり、

沿岸部および内陸部の IES-R 得点では有意

差（p＝0.001）が確認された。 
2． 保育者が感じていた自身の健康状態の変化は、

健康状態に変化があった 24 名（22.6％）、健

康状態に変化がなかった 79 名（71.2％）で、

29 項目中、26 項目において心身症状を感じ

ていた。 
3． PTSD リスクについては、沿岸部の保育所（園）

や幼稚園勤務、経済状況の悪化との関連が示

唆された。保育者自身が認識する健康上の変

化や保育者経験年数との関連は認められな

かった。 
4． 保育者の勤務地や経済状況を念頭に置きつつ、

IES-R 等、PTSD のスクリーニングにより心

身の健康状態を適切に評価し、支援につなげ

る必要性、震災後の幼児の反応について相談

できる機関や保育所（園）・幼稚園内の人材の

確保の必要性が示唆された。 
5． 保育者への支援として、災害中期における専

東日本大震災後の保育所（園）ならびに幼稚園における保育者の健康状態： 
震災から 7～9 か月後の質問紙調査より 7 

 

門家によるコンサルテーションや、災害への

備えの時期においても、メンタルヘルスの保

ち方等、保育者のニーズに対応した研修の必

要性が考えられた。 
 

Ⅶ． 研究の限界と今後の課題 

本調査は質問紙調査研究であることから、健康

上の変化については、回答項目以外の健康状態の

把握には限界がある。 
今後の課題としては、東日本大震災から 7～9

か月が経過した時点の横断調査であったが、震災

による影響は数年単位で出現する危険性があり、

縦断調査による中長期的な影響の把握と支援の

検討が必要である。また、今回は、保育所（園）

や幼稚園内の支援体制や保育者の PTSD リスク

との関連は検証していないが、今後、保育所（園）

や幼稚園内の支援体制と保育者の PTSD リスク

との関連を調査し、保育者支援への示唆を必要が

ある。 
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た。  
PTSD リスクと身体症状は、各群 IES-R 得点

と保育者自身が認識する健康上の変化に有意差

は認められなかった。保育者の IES-R 得点の高

得点群は全体で 23.4％であり、肩こりや疲労感・

脱力感、不眠・寝付きが悪い等、29 項目中 26 項

目において心身症状を感じていた。子どもの

First provider として子どもの日常生活を支え、

子どもの心のケアの中心的役割を果たすとして、

保護者と並んで、子どものケアに当たる保育士や

教員に対する支援が重要な課題として挙げられ

ている（宮城県子ども総合センター，2016）。災

害は個々人に強烈な緊張や疲労、さらには動揺や

恐怖感を与えるので、誰しも自分自身のメンタル

へルスを崩す可能性が高いことから（宮城県子ど

も総合センター，2016）、本研究においても、被

災によりさまざまな心身症状を呈する幼児を保

育する中で、保育者自身もさらに疲弊する等、悪

循環を起こさないよう保育者に対する支援の必

要性が示唆された。また、災害中期（Post-acute 
disaster）における保育者への専門家によるコン

サルテーションや、災害への備えの時期（Pre-
disaster）においても、メンタルヘルスの保ち方

等、保育者のニーズに対応した研修の必要性（宮

城県子ども総合センター，2016）が考えられた。 
今回は PTSD リスクと保育者経験年数につい

ては、有意差は認められなかった。しかし、先行

研究（松村，2021）では、保育者の経験年数が職

場の人間関係や子どもの理解・対応の難しさに影

響を与え、ストレスとして自覚することでストレ

ス反応を高めていた。今回は保育者の幼児の対応

に関する調査は行っていないが、震災後、中長期

的な影響を考えると幼児への対応の難しさが保

育者の負担となりストレス反応を高める可能性

が考えられる。そのため、震災時の保育者のスト

レス軽減に対して、震災後の幼児の反応について

相談できる機関や保育所（園）・幼稚園内の人材

の確保の必要性が示唆された。 
 

3．保育者への中長期的支援の必要性 
今回、災害中期における保育者の健康状態は、

同時期の先行研究（祥雲ら，2019）の幼児の保護

者の健康状態（IES-R 得点と出現していた身体症

状）と類似していたが、中長期的な影響として、

保育者特有のストレス出現が考えられる。保育者

の仕事上のストレッサーとして、人間関係や仕事

の量的負担が示されており、保育者のストレス対

策として、保育者の問題解決コーピングや相談

コーピングへの支援の必要性が明らかになって

いることから（宇佐美ら，2015；松村，2021）、
震災後、保育者が幼児の理解や対応、職場内の人

間関係の問題に対して、問題解決コーピングや相

談ができるよう、職場環境の整備の必要性が示唆

された。 
 

Ⅵ．結論 

1． 災害中期における保育者の IES-R 得点の高

得点群は 23.4％、低得点群は 73.9％であり、

沿岸部および内陸部の IES-R 得点では有意

差（p＝0.001）が確認された。 
2． 保育者が感じていた自身の健康状態の変化は、

健康状態に変化があった 24 名（22.6％）、健

康状態に変化がなかった 79 名（71.2％）で、

29 項目中、26 項目において心身症状を感じ

ていた。 
3． PTSD リスクについては、沿岸部の保育所（園）

や幼稚園勤務、経済状況の悪化との関連が示

唆された。保育者自身が認識する健康上の変

化や保育者経験年数との関連は認められな

かった。 
4． 保育者の勤務地や経済状況を念頭に置きつつ、

IES-R 等、PTSD のスクリーニングにより心

身の健康状態を適切に評価し、支援につなげ

る必要性、震災後の幼児の反応について相談

できる機関や保育所（園）・幼稚園内の人材の

確保の必要性が示唆された。 
5． 保育者への支援として、災害中期における専

東日本大震災後の保育所（園）ならびに幼稚園における保育者の健康状態： 
震災から 7～9 か月後の質問紙調査より 7 

 

門家によるコンサルテーションや、災害への

備えの時期においても、メンタルヘルスの保

ち方等、保育者のニーズに対応した研修の必

要性が考えられた。 
 

Ⅶ． 研究の限界と今後の課題 

本調査は質問紙調査研究であることから、健康

上の変化については、回答項目以外の健康状態の

把握には限界がある。 
今後の課題としては、東日本大震災から 7～9

か月が経過した時点の横断調査であったが、震災

による影響は数年単位で出現する危険性があり、

縦断調査による中長期的な影響の把握と支援の

検討が必要である。また、今回は、保育所（園）

や幼稚園内の支援体制や保育者の PTSD リスク

との関連は検証していないが、今後、保育所（園）

や幼稚園内の支援体制と保育者の PTSD リスク

との関連を調査し、保育者支援への示唆を必要が

ある。 
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